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VI フィリピンにおける模倣品対策 

1 政府の政策、誓約、行動計画及び実績 

フィリピンは、模倣品に対する対策を含めた知的財産保護が不十分であるとして

1994 年以降 2013 年まで継続して米国通商代表部（USTR）の公表する監視対象国

とされてきた（はじめて監視対象国とされたのは 1989 年である。）。 

もっとも、フィリピン政府は知的財産権保護に関する法令の整備と政府機関の設

立等を進めるなど状況の改善を図っている。近年はその行動について一定の成果が

挙がっていると評価されており、2014 年には USTR の監視対象外となり、その後監

視対象に再度加えられることなく現在に至っている。2014 年の USTR のスーパー

301 条報告書は、フィリピンを監視対象国から外した理由として「一連の重要な立法

による改革、より効果的な民事的・行政的執行に向けた動き、知財当局の米国政府及

び民間部門との持続的かつ建設的な協力、今後も懸念材料をなくしていくことにつ

いてのコミットメント」が認められることを挙げている111。また、同報告書は、フィ

リピンにおける NCIPR の創設とその取り組みについて、政府機関を横断する組織に

よる効果的な知的財産保護推進の一例として取り上げている112。 

このような進展を可能とした要因として、知的財産権保護の促進に関する統合的

な施策として IPOPHL が策定した 5 か年計画である「フィリピン知的財産権保護及

び執行に関する行動計画 2012‐2016」に基づき、複数の政府機関が知的財産権保護

の拡充に努めたことが挙げられる。その内容は、年次の反模倣品・海賊版サミットの

開催、IPOPHL による意識啓発キャンペーンの実施、NCIPR による積極的な執行、

知的財産権侵害事件の処理の迅速化に向けて規則改定等の取り組み、裁判外紛争解

決制度（ADR）の導入、盗撮防止法やサイバー犯罪防止法などの新規立法措置などを

含んでいる113。 

また、IPOPHL は、上記 5 か年計画の終了後、新たな中期計画として「フィリピ

ン知的財産権保護及び執行に関する行動計画 2017‐2022」を策定し、さらなる知的

財産権保護の取組みを進めている。 

                                                   
111 2014 年スーパー301 条報告書（11 ページ）URL: https://www.ipophilL.gov.ph/images/IP

Enforcement/Special301Review/2014USTRSpecial301Report.pdf （最終アクセス日：201

9 年 1 月 19 日） 

112 2014 年スーパー301 条報告書（12 ページ）URL: https://www.ipophil.gov.ph/images/IPE

nforcement/Special301Review/2014USTRSpecial301Report.pdf （最終アクセス日：2019

年 1 月 19 日） 

113 一例として、IPOPHL が USTR に提出した 2012 年スーパー301 条レビューにかかる報告
書 URL: https://www. ipophil.gov.ph/images/IPEnforcement/PhilippineSubmission/PHL_

Comments_2013_Special_301_Review.pdf （最終アクセス日：2019 年 1 月 19 日） 
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 以下に、これらの取組みの内容を紹介する。 

NCIPR を通じた知的財産権の推進、保護及び執行の拡大 

 NCIPR の創設 

 大統領令第 736 号による NCIPR の運営能力を向上させるための定期的な資金

及び適切な要員の割り当て 

 知的財産権執行に関する NCIPR の活動を管理し監視することを任務とする者

を新しく NCIPR 理事として任命する提案 

 移民局、BIR 及びマネーロンダリング防止協議会（AMLC）との下記の内容の相

互協力及び制度的取り決めの強化 

 知的財産権に違反する外国人の強制送還 

 脱税犯の積極的な訴追 

 マネーロンダリングに対する積極的な訴追 

知的財産関連事件の迅速かつ質の高い処理 

 IPOPHL 覚書通達第 16-007 号により下記の手続に関する規則が修正され、

IPOPHL 法務局の裁定責任者に決定を下す権限が与えられた（これ以前は、同

法務局の局長のみにこの権限が与えられていた） 

 商標又はサービスマーク（役務商標）の登録出願に対する異議申立 

 商標又はサービスマーク（役務商標）の登録取消申立 

 発明の特許、実用新案登録、工業デザイン登録、及び集積回路のレイアウト

設計の取消申請 

 強制的ライセンス付与の申立 

 上記変更により、事件解決が迅速化され、対象事件の 58％が最終判断を受け、

不服申立に対する判断は 10 日以内になされるようになった 

 また、前述のとおり（第Ⅲ章４参照）、IPOPHL の 2018 年覚書回覧第 8 号によ

り、知的財産権侵害に対する行政事件等について、IPOPHL 法務局の裁判外紛

争解決制度（ADR）としての調停に付されなければならないとして、行政罰を

前提とした審理に先立って調停を行うことが必要的なものとされた。当事者の

互譲による早期解決を促進することを意図したものである 

政府によるイニシアチブ、プログラム、プロジェクト 

 特別裁判所として知的財産裁判所を設ける提案（現在、知的財産事件は指定さ

れた特別な商業裁判所によって裁定されている） 

 商品が模倣品であるかどうかを判断するための訓練を受けた、特定の港湾担当

者及び空港職員を物品特定専門家として認定する提案 

 教育省による学校教育課程の一部として知的財産権教育を導入する提案 

 IPOPHL による知財ユースキャンプ、LEAP IP（知的財産の学習、獲得、保護
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（Lean, Earn and Protect IP））、Fun IP（Families United for Intellectual 

Property）等の全国における知的財産権に関する意識啓発のためのプログラム

の実施 
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2 模倣品対策、処分に関する実績（フィリピン全国の最近の概況）  

 前述のとおり、フィリピン政府は IPOPHL、NCIPR といった機関を通じ、模倣

品対策を強めている。前述のとおり、NCIPR の発表によると、近年の各政府機関に

よる模倣品の押収等に関する実績は末尾に再掲するグラフのとおりである。 

 また、近時のハイライトとなる事実を取り上げると、次のようなものが挙げられ

る。 

 2014 年、NCIPR は 133 億ペソ相当の模倣品を押収した。 

 2016 年、NCIPR は 65 億ペソ相当の模倣品を押収した。 

 2016 年において、PNP 及び NBI は合計 508 件の捜査令状を執行し、知的財

産権侵害に関連する逮捕人数は 71 人に上った。 

 2016 年、NCIPR は 82 億ペソ相当の模倣品を押収した。 

 2018 年 1 月から 9 月までの間に、179 億ペソ相当の模倣品の押収額が記録さ

れており、フィリピン当局がこれまでに記録した中で最高記録となっている。

その内訳は次のとおりであり、多額のタバコ製品の押収が寄与していること

がわかる。 

 タバコ製品 - 15 億 5,000 万ペソ相当 

 医薬品及びパーソナルケア製品 - 12 億ペソ相当 

 光メディア - 4 億 9,000 万ペソ相当 

 

近時 10年間における模倣品摘発実績（再掲） 

 

出典：IPOPHL のデータに基づき作成 
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出典：IPOPHL のデータに基づき作成 

 

出典：IPOPHL のデータに基づき作成 
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3 模倣品に対する企業の対策 

フィリピンにおける模倣品による知的財産権侵害への対応の参考となるものとし

て、実際に企業が行った対策とその帰結を紹介する。 

3.1 日系、外資、地場企業別の事例紹介 

(1) 株式会社ジェイテクト（保有ブランド：Koyo Bearing） 

日本企業である株式会社ジェイテクト（以下「ジェイテクト」という。）と

そのグループ企業は、保有するベアリングのブランド「Koyo Bearing」の模

倣品に対して積極的に対策を行い、フィリピン国内において成果を上げてい

る。 

具体的には、前述（第 IV 章 2.3）のとおり、2014 年、NBI が「Koyo Bearing」

製品 8,761 点（150 万ペソ相当）を押収している114。また、前述（第 IV 章 6.3

（２））のとおり、2017 年には 2 回の強制捜査の実施により、フィリピンの 7

つの市に所在する計 36 か所において、「Koyo Bearing」製品の模倣品 7,000

点以上（3,000 万円（約 1,440 万ペソ）相当）の押収に成功している115。 

ジェイテクトは、模倣品対策専用のウェブサイト116を設けての情報発信を

行い、複数の社外団体に所属して他社と連携して模倣品対策の実施を図る等、

模倣品に対して強い姿勢で臨むことを明確にしている。具体的には、①商標等

の権利の保全や啓蒙活動等の模倣品流通の未然防止のための活動、②模倣品

発生時における水際措置の発動要請、警告、レイド、訴訟等による被害の低減

とブランドの保護を中心とした模倣品対策に取り組んでいる。 

また、フィリピンをはじめとする海外の現地法人と日本の本社とが模倣品

対策ワーキンググループを通じて密接に連携し、日本を本拠地とするグロー

バル企業として、効率的・効果的な模倣品対策を実施している。 

 

 

 

                                                   
114 IPOPHL、「IP ENFORCEMENT DATA 01 January - 30 November 2014」URL:http

s://www.ipophil.gov.ph/images/IPEnforcement/Statistics/CounterfeitGoodsandPiratedItem

s/2014/2014EnforcementData-NBI.pdf （最終アクセス日：2019 年 1 月 19 日） 

115 WBA（ベアリング業界団体）、 「JTEKT’s 2017 Anti-Counterfeiting Efforts Successful

 in Taiwan and The Philippines」URL: https://www.stopfakebearings.com/news/jtekts-

2017-anti-counterfeiting-efforts-successful-in-taiwan-and-the-philippines-en （最終アクセ
ス日：2019 年 1 月 19 日） 

116 https://www.jtekt.co.jp/products/sfb/fake.html 
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ジェイテクトの模倣品対策体制 

 

出典：https://www.jtekt.co.jp/products/sfb/approach.html 

  

上記の体制下で、ジェイテクトグループは、中国での税関差押、アジア、

ASEAN 諸国、中東、中南米等における積極的な商標権の行使を展開している。 
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(2) PETRON Corporation（保有ブランド：GASUL） 

 フィリピンの地場企業である燃料販売大手の Petron Corporation（以下

「Petron」という。）は、液化天然ガスのブランド「GASUL」をフィリピンに

おいて独占的に取り扱う権利を有している。「GASUL」ブランドの液化天然ガ

スは、家庭用から業務用まで対応しており、数種類の容量・形状の容器に充填

されて販売される。 

 

「GASUL」ブランドの商品 

 

出典：https://www.petron.com/product_category/liquefied-petroleum-gas-lpg/ 

  

Petron は、かねてから、法令に違反して「GASUL」ブランドの空き容器

に別の液化天然ガスを充てんし顧客に販売する事業者が存在することを認

識していた。このような行為は、液化天然ガスの容器の充填については必要

なライセンスを得ることを要求した上、登録商標を付した容器の充填を行う

ためには当該商標の権利者の許可を必要とするとの法律に違反するもので

あり、また、Petron の商標権侵害にも該当する行為である。加えて、違法に

充填された容器を使用することでエンドユーザーの安全に危害が及ぶこと

も危惧された。 

 そこで、Petron は、同業他社である Pilipinas Shell Petroleum（以下「Shell」

という。）や Total Gas と連携し、違法充填を行う事業者に対する対策や違
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法充填についての消費者に対する啓もう活動を共同で行う団体を設立した。 

 また、Petron は、2004 年、Shell 等と協働して、NBI に対し、違法充填

を実施していた事業者及びその経営者に対する強制捜査を申し立て、その後

当該経営者らに対して刑事告発を行った。この結果、2016 年、地域裁判所

は当該経営者に有罪判決を下すともに、違法充填を行っていた事業者の事業

許可の取消しを命じた117。 

  

                                                   
117 Business Mirror（現地紙）、「Malabon MTC finds party-list solon guilty of illegal LP

G  tank refilling」URL: https://businessmirror.com.ph/2016/10/09/malabon-mtc-finds-pa

rty-list-solon-guilty-of-illegal-lpg-tank-refilling/ （最終アクセス日：2019 年 1 月 29 日） 
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(3) Nestle Philippines （保有ブランド：Maggi Magic Sarap） 

スイスに本拠を置くネスレグループのフィリピン法人である Nesle 

Philippines（以下「ネスレフィリピン」という。）は、その保有する調味料ブ

ランド「Maggi Magic Sarap」の模倣品に対して積極的な対応を行い、効果を

収めている。 

前述（第Ⅳ章 3.4（3）、6.4（1））のように、2014 年にはマニラ市において

1,440 箱の Maggi Magic Sarap が押収されている118ほか、2013 年 7 月、2017

年 3 月、同年 11 月と多くの強制捜査が行われている。これらは、ネスレフィ

リピンの模倣品に関する情報収集を踏まえて捜査機関等との協力がなされた

ことにより実現したものである。 

また、ネスレフィリピンは、Maggi Magic Sarap の模倣品の摘発とは別途、

消費者に対して真正品と模倣品との違いの識別方法を伝える小冊子を作成し、

市場や模倣品が販売されていると考えられる場所に設置したり、ウェブサイ

トを通じて周知する等の対応を行っている。 

 

模倣品との識別方法を告知するネスレフィリピンのウェブサイト 

 

出典：https://www.nestle.com.ph/media/pressreleases/how-to-spot-fake-products 

                                                   
118 INQUIRER（現地紙）、 「Binondo raid yields P2-B fake gadgets, home items」 URL: 

https://newsinfo.inquirer.net/937783/binondo-raid-yields-p2-b-fake-gadgets-home-items  

（最終アクセス日：2019 年 1 月 19 日） 
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3.2 模倣品対策に対する時間、コスト、経験  

 模倣品対策に関して費やされるコストや時間、労力は、様々な要因、特に各企

業が取る対策の内容によって異なるものであるため、一概にどの程度のものが適

切であるということはできない（グローバル企業の中には、ルイ・ヴィトンが

1,500 万ユーロ（約 18 億 7,549 万円）をブランド保護のための予算としている

と言われるなど119、巨額の資金を用いて模倣品対策を行うものもある。）。 

 もっとも、上記の 3 例のいずれにおいても、各事業者が単に模倣品の流通に対

して受動的に対応するのではなく、自らの知的財産権を守るために相当のリソー

スを用いて能動的に模倣品対策に取り組んでいることが見てとれる。 

 また、模倣品対策において、グローバル企業としての一体的な仕組みづくり、

同業他社との協力関係の構築、消費者に対する注意喚起など、事業者としての個

性や商品の特性に応じた対処を行うことが必要であると考えられる。 

3.3 模倣品対策に成功した理由、失敗した理由  

3.1 において紹介した 3 つの例においては、模倣品対策として、相当の労力

とコストをかけた上で、長期にわたって戦略的な対応が取られており、これが

模倣品対策が功を奏した理由であると考えられる。すなわち、模倣品の流通事

例に対処するのみではなく、①模倣品の発生予防及び模倣品が流通した場合の

対応についてあらかじめ社内体制を整え、自社製品の模倣品の流通に関連する

情報を収集する体制が整っている、②模倣品の流通を了知した場合に、速やか

に専門家の助力を得て事実関係を把握し、当局による適切な措置の発動を求め

るとともに、必要に応じて消費者その他の第三者に対し情報の提供を行う、③

現実に模倣品流通に対して講じた措置を踏まえ、①の体制を見直し、模倣品対

策の強化を図る、といったサイクルが確立されていることが模倣品に対しての

効果的な対策を講じるための条件となるものと考えられる。 

一方で、模倣品対策においては、一般的に下記のような事情が存在しており、

これらが模倣品対策を困難とし、時に失敗に終わる要因となり得る。 

① オンライン販売の成長‐E コマースのサイトにおいては、消費者にとっ

て正規品と模倣品の違いは見分けるのが困難であるため、販売者はこの

                                                   
119 Forbes（オンラインマガジン）、「As Louis Vuitton Knows All Too Well, Counterfeitin

g Is A Costly Bargain」URL: https://www.forbes.com/sites/realspin/2015/06/25/as-louis-

vuitton-knows-all-too-well-counterfeiting-is-a-costly-bargain/#309977f960d3 （最終アクセ

ス日：2019 年 1 月 31 日） 
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状況を利用して多くの模倣品を販売することに成功している120 

② 高度な模倣品製造技術を有する者の存在‐権利者が対策を行っても日々

新たに高度な模倣品製造の技術を有する者が出現する状況にあり、いわ

ゆるいたちごっこの状態となる121 

③ 国際取引の増加‐税関の模倣品の水際措置等のための人員や知識が十分

でない場合、模倣品に対する有効な対策が困難となる122 

  

                                                   
120 Europian Comission、「Survey of techniques for the fight against counterfeit goods 

and Intellectual Property Rights (IPR) infringement」URL: https://core.ac.uk/download

/pdf/38631802.pdf （最終アクセス日：2019 年 1 月 31 日） 

121 The Japantimes（英字紙）、「Toymakers in Japan boost efforts to tackle counterfeit

s」 URL: https://www.japantimes.co.jp/news/2018/07/02/business/corporate-business/toy

makers-japan-boost-efforts-tackle-counterfeits/#.XFPJ7ar7RhF （最終アクセス日：2019

年 1 月 31 日） 

122 OECD、「The Economic Impact of Counterfeiting, Organisation for Economic Co-ope

ration and Development, 1998」 URL: https://www.oecd.org/sti/ind/2090589.pdf （最終
アクセス日：2019 年 1 月 31 日） 
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4 模倣品対策に影響を与える要因・ 法律 ・ 法執行機関の公正な意識、スキ

ル、キャパシティ、運用実態  

4.1 関連法令等 

 

以下は、知的所有権の行使及び偽造防止に特に影響を与える関連法令であ

る。 

 フィリピン憲法 

知的財産権を保護し促進することは憲法上も明示される国家の方針である。 

1973 年憲法では「発明、著作物、芸術作品に対する独占的権利は期間限定で発

明者、作家、芸術家に保障される」とされていたところ、1987 年憲法は、第 14

章 13 条において「国家は、法律によって規定される期間を通じ、科学者、発明

者、芸術家その他の才能のある市民の知的財産及び創作物に対する排他的権利

を保護しなければならない」として、国家が知的財産権を保障する旨が明示さ

れている。 

 主要な関連法令 

① フィリピン知的財産法（1997 年） 

② 改正刑法第 188 条及び第 189 条（1930 年） 

③ 偽造医薬品に関する特別法（1996 年）  

④ 2003 年光メディア法 （2003 年） 

⑤ 安価で品質のある医薬品を提供するための法律（2008 年）  

 

条約 

① 国際商標登録に関するマドリッド協定に関する議定書（2012 年） 

② 世界知的所有権機構 著作権条約（2002） 

③ 世界知的所有権機構 公演と表音文字条約（2002 年） 

④ 特許協力条約（2001 年） 

⑤ 演奏者保護、蓄音機及び放送機関の保護のためのローマ条約（1984

年） 

⑥ 特許手続きを目的とした微生物寄託の国際的承認に関するブダペスト条

約（1981 年） 

⑦ 世界知的所有権機関を設立する条約（1980） 

⑧ パリの工業所有権保護条約（1965）  

⑨ 文学作品及び芸術作品の保護に関するベルン条約（1951 年） 
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⑩ 知的財産権の貿易関連の諸側面に関する協定（知的所有権の貿易関連協

定）（1994 年） 

4.2 法の執行機関の公平性、スキル、能力及び実践 

フィリピンにおける法執行機関に関する現状としては、IPOPHL の活動につ

いては一定の評価を得ているものの、法執行全体においては未だに課題が多く

残っていると言わざるを得ない。 

 

法執行機関に対する評価 

 IPOPHL は、知的財産権に関する法施行機関として、次のとおり体制整備を

進めており、国際的にも認知されるものとなっている123。 

 ● 2017 年 10 月 5 日、IPOPHL は特許協力条約（PCT）に基づき、国際調

査機関（ISA）及び国際予備審査機関（IPEA）として世界 22 か国で正式

に任命された 

 ● IPOPHLは現在、東南アジアで 2 番目の国際調査機関として、国際特許

制度等の PCT に基づく制度の有効活用の促進に貢献し、フィリピン及び他

の発展途上国における特許制度の利用を促進するというその目標を達成す

るための体制を備えている 

 ● IPOPHLの品質管理システムは、リスク管理とリーダーシップの強化に

重点を置いた新しい規格である 2015 年改訂版の ISO9001 にアップグレー

ドされており、その任務について迅速かつ的確な対応に努めている 

 

他方で、フィリピンにおける法執行の現状については依然として課題も多く

残されている。例えば、EU の知的財産権の執行に関する報告書においては、

次のとおり問題点が指摘されている124。 

 ● 行政手続について、①国内の知的財産権関連法令の執行が不十分である、

②知的財産権について知識・経験のある職員が不足している、③執行機関

                                                   
123 IPOPHL、「IPOPHL PERFORMANCE REPORT 2016-2017」URL: https://drive.googl

e.com/file/d/169wNvhrmim4bHMeRfh4m8nGTDPaVr_B6/view （最終アクセス日：2019 年
1 月 31 日） 

124 EU、「Evaluation of the Intellectual Property Rights Enforcement Strategy in Third

 Countries, Vol. 1 – Main Report, November 2010」 43 ページ から 46 ページまで UR

L: http://trade.ec.europa.eu/doclib/docs/2011/october/tradoc_148284.pdf（最終アクセス
日：2019 年 1 月 29 日） 
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に十分な予算がない、④汚職が存在する。また、行政手続の利用は結果と

してコストが非常に高くつくという問題がある125。 

 ● 税関当局は模倣品対策に対して一定のコミットメントをしているものの、

実体としては BOC による法執行は脆弱なものといわざるを得ない。BOC

は現実問題として大量の模倣品の流入を止めることができていない。ま

た、BOC における手続について、法律で定められてはいるものの、現実に

は執行がなされていないものが存在する。 

 ● 刑事訴訟において課される罰金の額が小さいため、刑事訴訟は不十分な手

段にとどまる。  

● 司法手続は解決に至るまでに長期間を有するうえ、複雑であり、関係者が

十分な知的財産権に関する専門知識を有していないことも少なくない。こ

の結果、有罪判決率が低くなっている。また、仮に有罪となったとしても

罰金が低額になるなど、抑止力の低い内容の判決しか下されない126。    

● 上記の状況を踏まえると、フィリピンにおいては知的財産権の保護と執行

を確保するための法的メカニズムはすでに整っているが、効率的な執行と

実施がなされるに至っているとはいえない。 

法執行機関間の情報共有等の連携  

法執行機関相互の情報共有等については、既に検討した IPOPHL が中心とな

って行われる各種の取組みに加え、次のような仕組みが存在しあるいは計画さ

れている。 

 ● IPOPHLは、NCIPR の他のメンバーの協力を得て、実施された捜索令状

及び押収及び拘留の令状、押収された模倣品の性質、量、価値及び出所に

関するデータを収集、整理している127。 

 ● IPOPHLは知的財産事件の捜査と起訴のためのマニュアルを作成、公表

しており、当該マニュアルは捜査官、検察官、裁判官、さらには知的財産

事件を扱う弁護士によって使用されている128。 

                                                   
125 手数料等の法執行機関に支払う費用は低廉であるものの、権利者が自ら専門家に依頼して
調査をし、証拠収集を行わない限り当局による執行が期待できないため、結果として弁護士
や調査会社等の専門家への報酬が高額となり、手続を利用する際の費用がかさむことなる。 

126 一例として、本章 3.3 で取り上げた Petron Corporation の事例において獲得された有罪判
決は、被告人に罰金 5 万ペソ（約 10 万 6,200 円）を命じるものにとどまっている。 

127 WIPO、 「Coordinating Intellectual Property Enforcement at the National Level 

(WIPO/ACE/12/5)」30 ページ URL： https://www.wipo.int/edocs/mdocs/enforcement/en/

wipo_ace_12/wipo_ace_12_5_rev_2.pdf （最終アクセス日：2019 年 1 月 29 日） 

128 前同、31 ページ 
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 ● NEDA が作成したフィリピンの中期開発計画である「フィリピン開発計

画（PDP）2017-2022」は、刑事司法情報交換システム（CJiX）の設置を

計画として掲げている。 CJiX は、司法部門に属する政府機関すべてにお

いて導入されることが予定されており、各機関はそのために必要な ICTシ

ステムを整備するものとされている。これは、犯罪関連、詐欺的商取引、

不当競争、知的財産権の侵害、建築と土地紛争などの特別な手続きに関す

る政府機関交互間の情報共有体制を確立するためのものである。 CJiX の

重要な特徴は、各機関が役割を担う刑事事件及びその手続を整合性の取れ

たものとすること及び情報の収集、保管を一元的に行うことである129。 

法執行機関と権利者の情報共有等の連携  

現在、法執行機関と知的財産権の権利者との間の情報共有等については、次

のような対応がなされている。 

 ● IPOPHLは、IPOPHL の手続に関する情報を公衆及び利害関係者に提供

するために、2017 年 9 月 5 日に「情報の自由マニュアル」を発表した。当

該マニュアルは、IPOPHLが有する情報へのアクセス等の請求に関する手

続を定めている130。 

 ● IPOPHLはオンライン出願のシステムの整備を進めており、2016 年、商

標、実用新案、工業デザインの出願用システムとして eTMfile（商標出

願）、eUMfile（実用新案）、eIDfile（工業デザイン）を導入し、2017 年

には特許出願用の eInventionFile 及び商標の出願に際しオンラインで提出

可能な資料の範囲を拡張した eDocFile の運用を開始した131 

 

  

                                                   
129 NEDA、「PDP 2017-2022」88 ページ URL: http://pdp.neda.gov.ph/wp-content/uploads

/2017/01/PDP-2017-2022-07-20-2017.pdf. （最終アクセス日：2019 年 1 月 29 日） 

130 IPOPHL、「Freedom of Information Manual」 URL: https://drive.google.com/file/d/1S-

RAzisXDnps76rcjkAPvcPXuFODxU03/view （最終アクセス日：2019 年 1 月 31 日） 

131 IPOPHL、「Performance Report 2016-2017」 URL: https://www.ipophil.gov.ph/8-trans

parency/4-transparency （最終アクセス日：2019 年 1 月 29 日） 
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5 並行輸入の侵害当否に関する規定等 

 いわゆる並行輸入による知的財産権侵害の成否について、フィリピンの法令及び判

例の状況は次のとおりである。 

5.1 特許に関する並行輸入 

 フィリピン知的財産法の第 71 条第 1 項は、特許権者が特許を含む製品の輸入

を禁止することを認めている。また、同法の第 76 条第 1 項は権限のない輸入は

特許権侵害を構成する旨を定めている。 

 もっとも、例外として、安価で品質のある医薬品を提供するための法律

（Universally Accessible Cheaper and Quality Medicines Act of 2008） (共和

国法第 9502 号)は、フィリピンに対する医薬品の並行輸入を明示的に認めてい

る。2008 年 6 月に制定された同法は、第 7 条において、製品が世界のいずれか

の市場において流通した以上、特許権者が輸入を禁ずることはできない旨を定め

ている。 

5.2 商標に関する並行輸入 

 フィリピンにおいて、商標権で保護された製品の並行輸入を禁止する法律は存

在しない。この点、並行輸入者に対する独占的代理店による差止請求を認容した

最高裁判所の判例がある（Philip S. Yu v. Court of Appeals (G.R. No. 86683, 21 

January 1993)）が、並行輸入に関する将来の事件において重視されるべきもの

ではないと考えられる。なぜなら、この判例においては、知的財産権に基づいて

ではなく、民法上の不法行為的干渉（tortious interference） の概念（例えば、

第三者が契約当事者の契約上の義務の履行を妨げた場合）に基づいて差止がなさ

れたに過ぎないためである。また、この判例においては、イギリスのサプライヤ

ーが、製品がナイジェリアに出荷されるものと信じていたにもかかわらず、実際

には当該製品がフィリピンに配送された点について詐欺が認められているが、並

行輸入を実施すること自体が違法であるとは判断されていない。 

 また、ある写真用紙のフィリピンにおける正規輸入代理店が、香港から当該写

真用紙を並行輸入して販売した者に対し、当該販売行為が不正競争に当たると主

張した事案（Triangle Sales Corporation and Robert Sitchon v. The Sheriff of 

RTC QC, et al. (G.R. No. 144309, 23 November 2001)）において、最高裁判所

は、並行輸入をして販売をする行為は不正競争行為に当たらないとの判決を下し

た。同裁判所は、当該輸入販売者が当該写真用紙の出所を偽ろうとしていない以

上、不正競争行為は存在しないと判断したものであり、並行輸入及び販売をする
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ことが正規輸入代理店であるかのように装う詐欺的なものであるとの正規輸入

代理店の主張を否定している。 

5.3 著作権に関する並行輸入 

 フィリピン知的財産法は、2013 年の改正により、私的目的で輸入される著作

物の複製物の数についての制限を削除した。従前は、同法 190 条 1 項により、販

売目的でない最大 3 部の複製物の輸入のみが認められていたが、改正法は同項を

削除している。 

 IPOPHIL はこの改正について、当該改正は私的使用目的で輸入できる複製物

の数に関する制限を取り除いたものであると公表している132。 

  

                                                   
132 IPOPHL、「FACT SHEET ON IP CODE AMENDMENT」 URL: https://ipophil.gov.p

h/ip-enforcement-menu/106-releases/archive-2013/172-fact-sheet-on-ip-code-amendments

 （最終アクセス日：2019 年 1 月 31 日） 


